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Ⅰ は じ め に
今日の資本主義市場において，無数の企業が様々な市場の中で互いに熾烈な競争を日々繰り返し
行っている。これらの市場の中には，完全競争に近いような，すなわち個々が価格支配力を持たない
状況も存在するけれども，多くの市場は寡占的状況にあり，そしてそのような市場における既存企業
は，その市場シェアによって，完全な独占企業ほどではないにしても何等かの独占力を持っている。
しかしながら，既存企業が，いつまでも独占力を行使できるという保証は全くない。すなわち，既存
企業が市場でプラスの利潤を享受している限り，その市場の利潤を狙う潜在的参入企業が存在し，そ
して潜在的参入企業の当該市場への参入によって，既存企業の独占力は低下し，そしてその利潤は減
少する可能性が存在する。さらに，参入企業が既存企業を凌駕し，最悪の場合，既存企業は当該市場
からの退出を余儀なくされてしまう可能性さえも存在する。
そこで，既存企業は，他の既存企業と競争を行っているばかりではなく，現在はその市場には存在
しないけれどもその市場への参入を企てている潜在的参入企業とも競争を行うことになる。それゆえ
に，当然のことながら，既存企業にとっては，潜在的参入企業の参入を阻止するということは非常に
重要な問題になってくる。
参入阻止については，経済学，特に産業組織論の中心的トピックスの１つとして世界中で非常に多
くの研究が行われてきた。本稿では，既存企業による参入阻止行動に関するモデルの１つの流れを考
察する。
Ⅱ 参入阻止価格モデル
この節では，戦略的参入阻止を取り扱った最も有名な理論の１つを取り上げる。企業の参入阻止を
取り扱った有名な理論に，Bain（１９６８），Sylos−Labini（１９６２），Modigliani（１９５８）の参入阻止価格モ
デルというのがある。
このベイン，シロス－ラビーニ，モジリアーニの参入阻止価格モデルを概略すると，次のようにな
る。
  １社あるいは完全なカルテルを結んだ複数の既存企業および１社の潜在的参入企業が存在す
る。
 第１期と第２期の２期間が存在する。
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  第１期と第２期の需要は同じである。
 第１期において，既存企業のみが市場に存在している。
 潜在的参入企業の参入は，第２期の期初にのみ起こる。潜在的参入企業は，参入時に固定セッ
トアップ費用を支払う。そして，潜在的参入企業は，参入後の利潤がプラスになるときのみ参入
する。
 消費者にとって既存企業の製品と参入企業の製品は無差別，すなわち，同質財が仮定されてい
る。
 第２期において，潜在的参入企業が参入するなら生産量競争が行われる。
 既存企業は潜在的参入企業の参入の有無に関わらず，一定の生産量水準を維持するということ
が仮定されている。この仮定は，「シロスの公準」と呼ばれている。
このモデルにおいて，非常に重要な概念である「参入阻止生産量」および「参入阻止価格」を説明
する。まず，参入阻止生産量は，残余需要では潜在的参入企業の参入後の利潤がプラスにはならない
既存企業の生産量の最小値，すなわち，潜在的参入企業の参入後の利潤がゼロになる既存企業の生産
量水準である。参入阻止生産量の大きさは，需要および参入企業の技術水準によって決まる。そし
て，参入阻止価格は，このときの既存企業の生産量に対応する価格である。
参入阻止モデルを見ていく上で，「参入封鎖」，「参入阻止」および「参入容認」という重要な概念
があるので，それらを順番に簡単に説明する。まず，参入封鎖は，既存企業が潜在的参入企業の存在
を全く意識することのない，既存企業のみによる完全利潤最大化生産量の水準が，参入阻止生産量以
上であるということを意味している。ここで，既存企業のみによる完全利潤最大化生産量とは，既存
企業が１社のみなら完全独占生産量ということになるけれども，完全なカルテルを結んだ複数の既存
企業のケースも考えられるのでこのような記述をしている。
次に，参入阻止とは，既存企業のみによる完全利潤最大化生産量水準より，既存企業は生産量を多
くすることによって潜在的参入企業の参入を妨げることがその利潤最大化になるということである。
最後に，参入容認は，既存企業が潜在的参入企業の参入を阻止するより，参入を認めることがその
利潤最大化になるということを意味している。
ここで，ベイン，シロス－ラビーニ，モジリアーニの参入阻止価格モデルの参入封鎖，参入阻止お
よび参入容認を簡単に見ていく。まず，参入封鎖のケースを見ていく。このケースにおいては，参入
企業の固定セットアップ費用が相対的に大きい水準にあるということになる。参入企業の固定セット
アップ費用が大きいということは，参入阻止生産量水準が小さいということを意味している。このよ
うなとき，既存企業のみによる完全利潤最大化生産量水準は参入阻止生産量を上回ることになり，既
存企業のみが完全利潤最大化生産量水準で生産するときでさえ潜在的参入企業の参入は不可能という
ことになる。
次に，参入阻止を見る。既存企業は，潜在的参入企業の参入を容認したときのその利潤と潜在的参
入企業の参入を阻止したときのその利潤を比較する。参入阻止のケースにおいては，潜在的参入企業
の参入を容認するより参入を阻止する方が，既存企業の利潤は大きいということになる。このとき，
既存企業は，参入阻止生産量水準で生産することによって参入を阻止する。参入阻止のケースにおい
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ては，参入阻止生産量と既存企業の生産量は一致する。それゆえに，参入阻止生産量水準の増加と共
に既存企業の生産量も増加する。
他方，潜在的参入企業の参入を阻止するより参入を容認する方が，既存企業の利潤が大きいなら，
既存企業は潜在的参入企業の参入を容認する。すなわち，このケースにおいては，参入阻止生産量が
大きい水準にあるということを意味しており，既存企業は潜在的参入企業の参入を容認するというこ
とになる。そして，既存企業の生産量は，シュタッケルベルグ・リーダー生産量に一致する。
以上が，参入阻止の分野においては非常に有名な参入阻止価格モデルの概略である。しかしなが
ら，このモデルには，１つ理論的欠点があるということが指摘され続けてきた。すなわち，シロスの
公準である。このシロスの公準は，既存企業は，潜在的参入企業の参入後においても参入前と同じ生
産量水準を維持するという仮定である。潜在的参入企業が参入してきたとしても残余需要ではその利
潤がプラスにはならないような大きな生産量水準で，既存企業は生産し，そして潜在的参入企業は，
その参入後も既存企業はそのような大きな生産量で生産するということを信じるので参入しないとい
うものである。
仮に，既存企業が，潜在的参入企業に対して参入後においても参入阻止生産量の水準で生産すると
いう脅しをかけたとする。既存企業が参入阻止生産量水準で生産するなら，参入後の参入企業の利潤
はゼロになる。しかし，現実に，参入するなら，既存企業は参入企業の生産量を考慮して最適反応生
産量を決定することになる。すなわち，潜在的参入企業が実際に参入するならば，既存企業は，参入
企業の生産量水準を考慮した上で自らの利潤最大化生産量を選択することになり，市場生産量は既存
企業と参入企業の合計になり，そして参入容認均衡になるしかないのである。均衡では，既存企業と
参入企業共に生産し，そして参入企業はプラスの利潤を得ることができる。それゆえに，このモデル
の既存企業の参入阻止行動は，「カラ脅し」でしかないということが指摘され続けてきた。
このモデルにおける既存企業による参入阻止行動は，有効に機能し得ないということが示唆されて
いるのである。シロスの公準に基づく伝統的な参入阻止価格理論のカラ脅しであるという理論的欠陥
の存在は，参入阻止のためには生産量の決定以外の手段が必要となるということを示唆している。つ
まり，戦略的な参入阻止が有効に機能するためには，参入以前に既存企業が取った行動が参入以後の
競争環境に変化を与える場合のみであるということである。もしそうでなければ，参入以前には，既
存企業はその期だけの利潤を最大化することが合理的な行動ということになるのである。
Ⅲ 超過生産能力の設置
伝統的参入阻止価格モデルの問題点は，第１期の既存企業による生産量（あるいは価格）の選択が
第２期の競争環境を変えることができないという可逆的な行動による参入阻止を考えている点にあ
る。このカラ脅しを「確かな脅し」にする必要がある。カラ脅しを確かな脅しにするためには，既存
企業の行動を非可逆的行動にすることである。
そこで，企業による工場の建設や機械設備の設置などの生産能力の設置が提案された。この生産能
力は，一旦設置すると取り消すことができない。企業は，生産能力を設置することによりその費用を
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サンクし，そしてその行動を非可逆的にすることで確かな脅しとすることになるのである。
さらに，確かな脅しについて少し説明を加える。企業が一旦何等かの戦略を採用したならば，企業
はその戦略を決して取り消すことができないとする。そして，企業がその戦略を決して取り消すこと
ができないならば，企業は戦略採用後の変化した競争環境のもとで最適行動を選択するしかないので
戦略選択前とは競争構造を変えてしまうことになるのである。
この生産能力設置の主要な研究の１つに，Dixit（１９８０）による２段階モデルがある。生産能力設
置の２段階モデルを概略する。ここで，既存企業と潜在的参入企業の２企業が存在する。消費者に
とって既存企業の製品と参入企業の製品は無差別である。このモデルの２段階は，次のようになる。
第１段階において，既存企業は，第２段階での潜在的参入企業のこの市場への参入を見越して生産
能力を設置する。この生産能力は，後に増加することはできるけれども減らすことはできない。
第２段階において，潜在的参入企業は，既存企業の第１段階での行動を知り，そしてこの市場に参
入するかどうかを決定する。潜在的参入企業は，参入するなら，固定セットアップ費用を支払う。潜
在的参入企業は，参入後の利潤がプラスになるなら参入し，さもなければ参入しない。潜在的参入企
業が参入するなら，両企業は生産量競争を行い，そして参入しないなら，既存企業は独占企業として
行動する。
このモデルにおいて，企業が生産能力を設置するなら，その企業の生産能力水準以下の費用はサン
クされ，そして可変費用は固定費用になる。すなわち，生産能力を設置した企業の限界費用は，その
生産能力水準以下なら下がり，そしてその企業の限界費用曲線は，その生産能力水準でジャンプする
ことになるのである。
次に，既存企業の生産能力設置による参入阻止行動を見ていく。既存企業が参入阻止生産量の水準
まで生産能力を設置するなら，既存企業の限界費用は参入阻止生産量水準以下なら減少する。ここ
で，既存企業が参入阻止生産量より小さい水準で生産するなら，参入阻止生産量と現実の生産量の差
の部分の生産能力が無駄になり，そしてその部分の生産能力費用分だけ既存企業の利潤は減少するこ
とになる。そこで，既存企業が参入阻止生産量水準まで生産能力を設置するなら，既存企業の最適生
産量は参入阻止生産量になるという理由で，既存企業は参入阻止生産量の水準で生産することにな
る。このとき，潜在的参入企業がこの市場に参入するなら，その利潤はゼロになる。それゆえに，潜
在的参入企業は，この市場に参入することはない。すなわち，生産能力は一旦設置されると取り消す
ことができないという非可逆性が，潜在的参入企業に対する確かな脅しになるのである。
しかしながら，何も生産能力の設置というのは既存企業のみが設置可能であるというような特別な
ものではないので，潜在的参入企業も参入後に生産能力を設置することができると考えることは自然
なことである。そこで，この超過生産能力設置モデルは，Ware（１９８４）により３段階に拡張され
た。３段階モデルを概略する。ここでも，既存企業と潜在的参入企業の２企業が存在する。このモデ
ルの３段階は，次のようになる。
第１段階において，既存企業は，第２段階での潜在的参入企業のこの市場への参入を見越して生産
能力を設置する。
第２段階において，潜在的参入企業は，既存企業の第１段階の行動を知り，そしてこの市場に参入
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するかどうかを決定する。潜在的参入企業は，参入するなら，固定セットアップ費用を支払う。すな
わち，潜在的参入企業は，参入後の利潤がプラスになるなら参入し，さもなければ参入しない。潜在
的参入企業は，この市場に参入するなら既存企業に対抗して生産能力を設置する。
第３段階において，既存企業は，潜在的参入企業の第２段階での行動を知る。第２段階に潜在的参
入企業が参入するなら，両企業は生産量競争を行い，そして参入しないなら，既存企業は独占企業と
して行動する。
この３段階モデルは，先の２段階モデルより，既存企業が潜在的参入企業の参入を阻止することは
やや難しくはなるけれども，やはり参入阻止は十分に可能であることが示されている。この３段階モ
デルにおいても，潜在的参入企業が市場に参入することができるかどうかは固定セットアップ費用の
大きさに依存することにはなるけれども，固定セットアップ費用が小さくないケースにおいて，既存
企業は潜在的参入企業の参入を阻止する均衡が存在することが示されている。
以上が，ミクロ経済学や産業組織論の分野で有名な生産能力設置モデルの概略である。この生産能
力設置モデルというのは，企業の資本費用に焦点を当てている。
その後，企業の労働費用に焦点を当てた分析も誕生した。企業は，その従業員と終身雇用契約を結
ぶというものである。この終身雇用契約モデルは，次のように概略される。ここでも，既存企業と潜
在的参入企業の２企業が存在する。企業は，元々その生産量水準に合わせて従業員を雇ったり解雇し
たりしているものとする。すなわち，企業は，その生産量を増加するときにはそれに合わせて外部か
ら人々を雇い，そして生産量を減らすときにはそれに合わせて従業員を解雇するということである。
企業の従業員賃金は可変費用ということになる。このモデルの２段階は，次のようになる。
第１段階において，既存企業は，第２段階での潜在的参入企業のこの市場への参入を見越して生産
量水準を選択し，そしてその生産量を生産するために必要な従業員と終身雇用契約を結ぶ。
第２段階は，先に述べた生産能力設置の２段階モデルの第２段階と同じになるので省略する。この
終身雇用契約モデルは，企業の労働費用をサンクするというものである。企業がその従業員と終身雇
用契約を結ぶとその費用はサンクされ，そして可変費用は固定費用になる。すなわち，従業員と終身
雇用契約を結んだ企業の限界費用は，その終身雇用契約を結んだ従業員の生産量水準以下なら下が
り，そしてその企業の限界費用曲線は，その水準でジャンプすることになる。
この終身雇用契約モデルの参入阻止行動は，生産能力設置モデルの参入阻止行動と基本的に同じに
なるので省略する。
生産能力設置モデルでは資本費用をサンクし，そして終身雇用契約モデルでは労働費用をサンクす
る。企業がこれらの両方を採用するなら，その限界費用はより大きく下がり，その限界費用曲線はよ
り大きくジャンプすることになり，そして企業はより優位に企業間競争を行うことが可能となる。当
然，この終身雇用契約モデルも容易に３段階モデルに拡張することは可能である。
Ⅳ お わ り に
本稿では，既存企業の行動の重要な側面の１つとして参入阻止に関する理論を取り上げた。本稿で
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は，参入阻止モデルのほんの一部しか紹介していない。本稿で紹介した参入阻止モデルをより正確に
理解するために，本来なら，簡単な数学的記述が必要になるけれども，本稿では一切そのような記述
を使用せずに参入阻止モデルを説明した。本稿では数学的記述を一切使用してはいないけれども，参
入阻止モデルの変遷の概観は理解して頂けたのではないかと私は思っている。
本稿では，１社あるいは完全なカルテルを結んだ複数の既存企業，および１社の潜在的参入企業が
存在するモデルを見てきた。けれども，複数の既存企業や潜在的参入企業が非協力に行動する参入阻
止モデルなどのような本稿の拡張モデルも多数存在する。
経済学の分野においては，本稿では取り上げてはいない参入阻止に関する膨大な量の研究が存在す
る。また，参入阻止に関しては，今後も，経済学，特に産業組織論の中心的トピックスの１つとして
研究され続けてくことであろう。
最後に，企業が市場に参入しようとするときの障壁に付いての主なものとして，次の３つを極簡単
に説明する。
まず，１つ目として，その市場で業務を行うためには「免許」が必要であるというようなケースが
上げられる。その市場で業務を行うために免許が必要であり，そしてその免許取得には厳しい規制が
あるならば，それは大きな参入障壁になる。また，企業がある製品において「特許」を取得している
場合には，その特許が切れるまでの期間は他の企業の参入にとって障壁になる。
２つ目として，「習熟効果」を概略する。日本語に「習うより慣れよ」という諺がある。英語にも
同様の意味を表す諺がある。企業は，生産活動を繰り返すことにより，生産をより効率的に行うこと
ができるようになり，そして生産費用を下げていくことが可能となる。このような習熟効果が大きく
働く市場では，既存企業と参入企業の生産効率差は大きくなるので，そのような市場への新規参入は
難しいということになる。
３つ目として，「スイッチング費用」を概略する。例えば，パソコンのソフトウェアにおいて，消
費者が，あるソフトウェアを購入するならば，その操作方法を習得するために多くの時間と労力を費
やすことになる。消費者がもし新製品に乗り換えようとするとき，これまでに習得した操作方法が新
製品に転用することができないならば，消費者はまた新製品の操作方法を習得するために多くの時間
と労力を費やすことになる。このようなスイッチング費用の存在は，参入企業の製品が既存企業の製
品より優れているときでも，参入企業の製品への消費者の需要シフトは容易には進まないということ
になる。このスイッチング費用は，既存企業の競争優位の源泉になる。
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Theories of Entry Deterrence
Kazuhiro Ohnishi
The limit pricing model by Bain, Sylos−Labini and Modigliani is a famous theory on entry deterrence. A
single incumbent firm or a coordinated cartel competes against a single potential entrant. The limit pricing
model assumes that the incumbent firm can continue to produce at its pre−entry output level regardless of the
potential entrant’s actions. However, it has been pointed out that the limit pricing model is unrealistic and only
an empty threat. That is, it is possible to judge the success of the incumbent firm’s strategic behavior only if the
decisions that the incumbent firm made prior to entry cause changes in the post−entry competing environment.
Irreversible behavior, such as the installation of machinery and equipment, can be said to be the essence of
competition among firms. The possibility of firms using excess capacity to deter entry has been studied by many
economists. This paper surveys theories of entry deterrence.
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